
１．平成28年度予算の執行状況（平成29年３月31日現在）

※一般会計とは？

（単位：千円）

※主な歳入の内容

（単位：千円） ※主な歳出の内容

農林水産業費

消火活動や火災予防、救急保護など、災害に
よる被害の軽減に係る経費

商工費

議会費

感染症予防やごみ処理など、市民の健康で衛
生的な生活環境を保持するための経費

災害復旧に必要となる経費、予備費

商工業の振興や観光事業に係る経費

農業や林業、水産業の振興に係る経費

議会の活動に係る経費

その他
地方消費税交付金、使用料及び手数料、財産
収入など

　地方公共団体の基本的な経費、重要な経
費を計上している会計をいいます。

民生費

公債費

その他

消防費

障害者・高齢者・児童のための福祉、生活保
護関係など、市民の一定水準の安定した社会
生活を保障するために必要となる経費

　平成28年度各会計予算の執行状況は次のとおりです。なお、数値には前年度繰越額を含めています。

国庫支出金

面積

一般会計

県支出金
県が使いみちを特別に指定して地方公共団体
に交付する資金

財務省や銀行などからの長期借入金市債

市税
市民税（法人・個人）、固定資産税、市たば
こ税、軽自動車税など

国が使いみちを特別に指定して地方公共団体
に交付する資金

地方交付税
全国的に一定の行政水準を保障するため、地
方公共団体間の財源の偏りを調整し、国から
交付される資金

予算額

26,626,695

100%

世帯

地方自治法第243条の３第１項及び海
南市財政状況の公表に関する条例の定め
るところにより、市の財政状況を次のと
おり公表します。

海南市長　神　出　政　巳

平成29年3月31日 現在

人口 52,355 人 　海南市の財政世帯数 22,431

101.06 ｋ㎡ 平成29年5月1日

※人口及び世帯数は住民基本台帳による。

予算額

26,626,695

総務費

教育費
学校や生涯学習、スポーツ、芸術文化の振興
など、教育に係る経費

衛生費

市債の元金及び利子、一時借入金の利子など
の償還金

企画調整や財務、財産管理、戸籍、徴税な
ど、市政の全般的な管理に必要な経費

土木費
道路や橋梁、河川、市営住宅などの建設・維
持管理に必要となる経費

100%

9,729,828 

4,228,317 

3,546,853 

2,859,796 

2,195,334 

2,041,723 

823,614 

730,176 

283,381 

170,031 

17,642 

(7,867,354) 

(2,028,534) 

(3,506,403) 

(2,392,154) 

(1,316,938) 

(1,814,591) 

(793,061) 

(448,362) 

(278,579) 

(125,783) 

(0) 

民生費 

総務費 

公債費 

衛生費 

土木費 

教育費 

消防費 

農林水 

産業費 

議会費 

商工費 

その他 

歳出 
予算額 支出済額 

6,771,485 

6,162,389 

4,467,400 

3,855,053 

1,692,730 

3,677,638 

(6,769,745) 

(6,162,389) 

(1,124,300) 

(3,033,312) 

(1,034,231) 

(3,351,606) 

市税 

地方交付税 

市債 

国庫支出金 

県支出金 

その他 

歳入 予算額 収入済額 

収入済額 
21,475,583 

81% 

支出済額 
20,571,759 

77% 
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（単位：千円）

※特別会計とは？

２．市民負担の状況

（１）市税負担額 （２）市民のために使われる経費

※主な市税の内容

　

合計 円

6,640,155

市民１人当たり

都市計画税

円

円

円

円31,26313,394

12,633 円議会費 5,413 円

91,022

農林水 産業費 13,947

7,174,016

１世帯当たり目的

12,300

8,073

円

36,718市
民
税

個人市民税

そ
の
他

市たばこ税

2,726 円 6,363

都市計画区域の用途地域内に所有する土地及び家屋に
対して課税される税金
（公園・道路・下水道などの都市計画事業、土地区画
整理事業などに充てられます。）

円155,169 78,496 183,213

81,520

製造たばこの製造者や卸売業者などが市内の小売業者
に売り渡した「たばこ」に対して課税される税金

円
市内に事業所がある法人などに対し、法人税（国税）
をもとに課税される税金

円34,926

54,317

67,746

円消防費

その他

円485,270 1,132,643

円

予算額 収入済額
国民健康保険特別会計
会計名

1,503,012 1,373,861

支出済額
8,421,164 7,182,257

その他 円

円円128,057

円

円

軽自動車税

円

402,934

税目

港湾施設事業特別会計

介護保険特別会計

598,343

市民１人当たり

円

19,468

187,702

172,633112,460

１世帯当たり

516,397

特別会計

500,925

6,058,465
後期高齢者医療特別会計

法人市民税

市民の前年中の所得をもとに課税される税金

126,778

158,123

固定資産税
所有する土地や家屋、償却資産に対して課税される税
金

円

円

38,998

　平成29年3月末の予算額で見ると、市税の予算額は、6,704,450千円（滞納繰越分と国有資産等交付金を除
く）となっていますので、市民１人当たり128,057円、１世帯当たり298,892円となっています。
　また、市民のために使われる経費は、25,406,304千円（歳出予算額から前年度繰越額を除く）で、市民１人
当たり485,270円、１世帯当たり1,132,643円となっています。
　なお、市民のために使われる経費は市税負担額を超えていますが、足りない分は地方交付税や市債、国県支出
金などでまかなわれています。

簡易水道事業特別会計

同和対策住宅資金貸付事業
特別会計

16,793地域排水処理事業特別会計

6,095

固定資産税

合計 298,892

48,182 円市民税

円

総務費

15,731

32,552

187,289

15,280 14,328

7,126,541

66,481 円 円

公債費

円

　特定の目的のために設けられた会計をい
います。また、病院事業、水道事業は公営
企業会計といい、地方公営企業法に基づ
き、独立採算を原則として設置された会計
で、特別会計と区別しています。

円民生費

1,413,310

円 787

商工費
所有する軽自動車、自動二輪車、原動機付自転車など
に対して課税される税金

教育費

土木費

衛生費

円

337
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３．財産、市債及び一時借入金の現在高

（１）財産の現在高
公営企業会計を除いた市が所有する財産の現在高は、次のとおりです。

（２）市債の現在高

（単位：千円）

（単位：千円）

（３）一時借入金の現在高

（単位：千円）

0
0

一般会計
国民健康保険特別会計

特別会計
29,885,832 千円

台 千円

0

介護保険特別会計

0港湾施設事業特別会計
簡易水道事業特別会計

地域排水処理事業特別会計
同和対策住宅資金貸付事業特別会計

千円現在高 33,252

0

会計名

0

港湾施設事業特別会計

現在高

0

22,000

一般会計
地方債現在高合計

3,054,694 ㎡ ㎡ 198

会計名

基金

3,982,901 千円

有価証券

15,952

現在高

216,714

その他

後期高齢者医療特別会計

※基金とは、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、または定額の資金を運用するためのも
ので、条例により目的、処分等が定められています。

合計 1,623,995

0

土地 建物 自動車

　学校施設や公園、道路の新設など大規模な建設事業を計画的に整備していくには、その年度の市税や国
庫補助のみでまかなうことはできません。そこで、市は財務省や銀行などから資金の長期借入を行います
が、これを市債といいます。
　建設される施設は将来の市民も利用することになるため、市債を活用することにより世代間の負担の公
平を図ることができ、また、施設の早急な整備も可能となります。

　年度中において支出が収入を上回り、現金に不足が生じた場合に、その不足を補うために予算で定めた
限度額の範囲内で銀行等から一時的に借り入れるお金を一時借入金といいます。これの状況は次のとおり
です。

　国の地方交付税の財源が不足した場合に、地
方交付税の交付額を減らして、その穴埋めとし
て、地方公共団体自らに地方債を発行させる制
度をいいます。
　形式的には、その自治体が地方債を発行する
形式をとりますが、償還に要する費用は後年度
の地方交付税で措置されるため、実質的には地
方交付税の代わりの財源と言えます。

1,556,639

18,856

簡易水道事業特別会計

同和対策住宅資金貸付事業
特別会計

26,500介護保険特別会計

※臨時財政対策債とは？

区分

土木債 
6,611,104 

22.1% 

総務債 
3,396,088 

11.4% 

衛生債 
3,807,797 

12.7% 

教育債 
2,571,354 

8.6% 

農林水産業債 
791,141 

2.6% 

消防債 
620,954 

2.1% 

民生債 
433,066 

1.5% 

災害復旧債 
61,610 
0.2% 

臨時財政対策債 
11,052,290 

37.0% 

その他 
540,428 

1.8% 
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４．平成29年度予算の状況

※一般会計当初予算額の推移

（単位：千円）

1,547,394

　平成29年度当初予算は、4月に市長選挙を控えていたことから、人件費や公債費等の義務的経費、継続事業
などを中心とした骨格予算となっています。その中でも、新庁舎への移転や（仮称）西部こども園の開園に向
けた取り組みを着実に推進するなど、将来の市の総合的な発展に資する事業に重点を置いたものとなっていま
す。
　また、予算編成に当たっては、持続可能で安定した財政運営を念頭に、「財源確保と歳出抑制の徹底」「事
業の選択と集中の徹底」「スクラップ・アンド・ビルドの徹底」の3つの徹底を基本方針として取り組みまし
た。
　平成29年度の予算の状況は次のとおりです。

一般会計

介護保険特別会計

対前年度伸率

千円 △ 5.0%

特別会計

△ 1.2%
4.7%

△ 4.2%

7,032,100

対前年度伸率

6,946,291

平成29年度当初予算
8,374,004

会計名

後期高齢者医療特別会計
8,025,851国民健康保険特別会計

23,795,454 千円

平成29年度当初予算

25,054,280

平成28年度当初予算

※この公表の数値については、表示単位未満を四捨五入しているので、
割合や合計等が一致しない場合があります。

平成28年度当初予算

10,179

468,944-簡易水道事業特別会計

6,451
15,28014,633

同和対策住宅資金貸付事業特別会計
港湾施設事業特別会計

21,263地域排水処理事業特別会計

1,477,684

16,793

皆減
△ 4.2%

△ 36.6%
26.6%

※簡易水道事業特別会計は、平成28年度をもって廃止しています。

6,827,775 

5,890,000 

3,799,600 

2,953,717 

1,538,086 

2,786,276 

28.7% 

24.8% 

16.0% 

12.4% 

6.5% 

11.7% 

市税 

地方交付税 

市債 

国庫支出金 

県支出金 

その他 

（単位：千円） 歳 入 

8,704,080 

3,596,075 

2,551,446 

2,845,349 

2,200,301 

1,759,466 

829,925 

621,378 

282,706 

169,874 

20,004 

37.5% 

15.1% 

10.7% 

12.0% 

9.2% 

7.4% 

3.5% 

2.6% 

1.2% 

0.7% 

0.1% 

民生費 

総務費 

衛生費 

公債費 

教育費 

土木費 

消防費 

農林水産業費 

議会費 

商工費 

その他 

（単位：千円） 歳 出 

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000
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22,131,192 

23,965,969 

23,615,643 

25,054,280 

23,795,454 

（単位：千円） 
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